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１ 産業構造審議会とは 

  産業構造審議会（「産構審」と略されます。）は、

経済産業省におかれた審議会であり、民間の経済活力

の向上等を中心とする経済・産業の発展に関する重要

事項について、経済産業大臣の諮問に応じて調査審議

を行うものです（経済産業省設置法 6 条、7 条）。 

  産構審の下には、７つの分科会が置かれており、知

的財産分科会は、工業所有権及びこれに類するものに

関する重要事項を調査審議する事務を所掌しています

（産業構造審議会令 6 条）。分科会の議決をもって

置かれる機関が小委員会です（産業構造審議会運営規

程 13 条）。 

  産構審の議事内容は、経済産業省のホームページに

分科会ごとに分かれて公表されています（http://ww

w.meti.go.jp/committee/gizi_1/0.html）。 

  また、特許制度小委員会（以下、「特許小委」とい

います。）の議事内容は、特許庁のホームページにお

いて公表されています（https://www.jpo.go.jp/shiryo

u/toushin/shingikai/tokkyo_seido_menu.htm）。 

  「我が国の知財紛争処理システムの機能強化に向

けて」という報告書（以下、「本報告書」といいま

す。）は、このように、民間の経済活力の向上の観

点から、知財紛争処理システムをどのように機能強

化すべきなのかということについて、小委員会におい

て審議された結果をとりまとめたものです。 

 

２ 知的財産推進計画とは 

  知的財産推進計画は、知的財産戦略本部が作成する

ものであり、知的財産の創造、保護及び活用に関する

施策を政府が集中的かつ計画的に推進するために必要

な事項等を定めるものです（知的財産基本法 23 条。

以下、「推進計画」といいます。）。 

  このように、推進計画は知的財産に関する施策の

ベースとなるものであり、毎年作成される推進計画に

おいて関連省庁において取り組むべき施策とされた事

項から法改正動向を含めた知財政策の方向性を窺い知

ることができます。 

  推進計画２０１６において、知財紛争処理システム

の機能強化に関して経済産業省が今後取り組むべき施

策とされた項目について、今回、特許小委において審

議がなされ、本報告書が取りまとめられたという経緯

です。なお、推進計画２０１６は、知的財産戦略本部

のホームページにおいて公表されています（http://w

ww.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/）。 

 

３ 本報告書の内容について 

  本報告書においては、推進計画２０１６において取

り組むべき施策とされた、Ⅰ．適切かつ公平な証拠収

集手続きの実現、Ⅱ．ビジネスの実態やニーズを反映

した適切な損害賠償額の実現、Ⅲ．権利付与から紛争

処理プロセスを通じての権利の安定性の向上の３つの

項目について審議がなされ、このうち上記Ⅰのうちの

「我が国の知財紛争処理システムの機能強化に向け

て」報告書から読み解く、今後の特許法改正の方向性

等について 

知的財産法・ニューズレター Ｖｏｌ．２ 
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平成 29 年 3 月 30 日、産業構造審議会知的財産分

科会特許制度小委員会の報告書「我が国の知財紛争

処理システムの機能強化に向けて」が公表されまし

た（https://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/toushintou

/pdf/170330_tokkyo_houkoku/170330_tokkyo_houko

ku.pdf）。 

当該報告書の内容から、今後の特許法改正の方向

性等について説明します。 
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２つの項目について、特許法の改正を視野に検討を進

めることが適当とされました。 

本報告書の概要をまとめますと、以下の図のとおり

です。 

⑴ まず、訴え提起後の証拠収集手続きについては、

「特に製造方法の発明等に関する事件において、証拠

が被疑侵害者側に偏在し、構造的に侵害立証が困難で

あるといった特殊性に鑑みて、証拠収集手続きを強化

する措置を講ずる必要がある」とされました。しかし、

他方で、「強制力のある査察制度iの導入は営業秘密

保護の重要性に鑑みて、提訴後であっても避けるべき」

であり、また「特許紛争の場合にだけ査察の根拠とな

る情報請求権を認めることができるか疑問である」等

の指摘もあったとのことです。そこで、本報告書にお

いては、①「秘密保持の義務を課された公正・中立な

第三者の技術専門家が、書類提出命令（特許法第

105 条第 1 項）及び検証物提示命令（特許法第 105

条第 4 項、同条第 1 項）における書類及び検証物の

提出義務の有無を判断するための手続き（特許法第

105 条第 2 項、第 3 項。「インカメラ手続」）にお

いて裁判官に技術的なサポートを行うことを可能にす

ることや、鑑定人に検証の際の鑑定（民事訴訟法第

233 条）における秘密保持義務を課すことで、同手

続きを秘密保護に配慮した形で行うことを可能とする」

という制度が例示され、具体的な法改正の方向性が示

されました（本報告書 2～3 頁）。 

  現行特許法においては、秘密保持命令の名宛人は、

「当事者等、訴訟代理人又は補佐人」に限定されてい

ることから（特許法 105 条の 4）、これを「技術専

門家」や「鑑定人」にまで拡大し、例えば、前者につ

いては、インカメラ手続における技術的専門家による

裁判官への技術的なサポートにおいて技術的専門家を

通じて営業秘密が漏えいし得るリスクを秘密保持命令

をもって回避し、手続きの公正・中立性を担保しよう

とするものと考えられます。 

⑵ 上記①に加えて、②「現行の書類提出命令について、

侵害立証段階における必要性の要件が高いハードルと

なっているとの指摘」を踏まえて、「書類提出命令・

検証物提示命令の要件である書類・検証物の提出の必

要性を判断するためにインカメラ手続を利用すること

ができるようにする制度を導入」するという法改正の

方向性も示されました。もっとも、書類・検証物の提

出の必要性は、「他の争点における判断によって結論

を導くことができるなどの理由により否定されること

もある」ことから、「劇的にインカメラ手続の実施件

数や書類提出命令の発令件数が増えるわけではないと

本報告書の概要について 
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いう意見」も紹介されています（本報告書 3～4 頁）。 

  その他の項目については、基本的に、検討を進める

ことが適当、引き続き慎重に検討を進めることが適当

等と結論付けられております。 

  このような本報告書の内容・結論ぶりから、近い将

来、上記①及び②のような制度を実現するための特許

法の改正に関する検討がまず行われ、当該検討結果を

踏まえて、法改正が行われるものと窺われます。特許

小委のホームページをチェックする等すれば、今後の

法改正動向を正確に追うことができます。また、本

ニューズレターにおいても、適宜、特許小委の審議経

過等をフォローしていく予定です。 

 

４ 本報告書から知る、知財紛争処理に関する重要な

論点について 

 本報告書からは、法改正動向以外にも重要な論点につ

いて貴重な情報を知ることができます。特許関連訴訟に

関する日米の比較が行われ、損害賠償額及び無効化率に

ついて著しい差はないと言い得る調査結果が紹介されこ

と、加えて、知的財産高等裁判所が統計情報を公表した

ことです。 

 まず、特許関連訴訟における米国の陪審による認定額

は著しく高額であるものの、米国における裁判官に認容

された損害賠償額の中央値は減少傾向にあることが調

査・紹介されています（本報告書 7 頁、別紙１「日本

と米国の損害賠償についての状況」16 頁）。さらに、

賠償額の算定については、被疑侵害品が販売される市場

の規模を考慮する必要があるとされ、日本と米国の名目

GDP 比が 2.5～3 倍程度（2000 年～2014 年）あること

も調査・紹介されています（本報告書 16 頁）。 

日本の特許関連訴訟における損害賠償額は米国と比べ

て著しく低いという指摘も聞きますが、単純に考えると、

市場規模に 2.5～3 倍程度の開きがあるのであれば、特

許侵害製品も同程度の差で販売され得たと言え、損害賠

償額について日米で 2.5～3 倍程度の差が出る可能性が

あり得るにも関わらず、2010 年～2014 年の損害賠償

額の中央値を比較すると日米でほぼ同額だったとのこと

であり、本報告書における調査結果を踏まえると、上記

指摘は妥当しないといえるのではないでしょうか。 

 また、侵害訴訟等における特許権の無効化率の国際比

較も紹介されています（本報告書 9 頁、別紙２「侵害

訴訟等における特許権の無効化率の国際比較」17 頁）。

侵害訴訟における無効化率は、米より高いものの、英よ

りは低く、また、無効審判等における無効化率は、米独

よりも低いという調査結果が紹介されています。日本の

特許関連訴訟においては無効の抗弁が認められやすいと

いった指摘も聞きますが、これも、本報告書における調

査結果からすれば妥当しないといえるでしょう。本報告

書は、特許権は一定程度安定していると評価できると結

論付けています（本報告書 9 頁）。 

 加えて、知的財産高等裁判所ホームページに平成 29

年 1 月 23 日付で、特許権侵害訴訟の統計情報が公開さ

れたことも紹介されています（本報告書 15 頁）。 

具体的には、同日、「特許権の侵害に関する訴訟にお

ける統計（東京地裁・大阪地裁、平成 26～27 年）」が

公表されました（http://www.ip.courts.go.jp/vcms_lf/to

kyo_toukei.pdf）ii。このような取組は初めてといえ、特

に、公表情報のない和解に関する統計結果が公表された

点に非常に大きな価値があるといえるでしょう。 

 同統計に基づくと、平成 26 年及び 27 年の事件数が

202 件であったところ、このうち、勝訴的和解も含め

れば 94 件すなわち 46％が原告側の勝ちという結論に

なったと計算できます（なお、「勝ち」とは、債務不存

在確認認容判決及び金銭給付条項または差止給付条項の

いずれかが認められた和解を含みます）。また、和解だ

けを見ると、ゼロ回答（差止給付条項・金銭給付条項い

ずれもなしのもの）は、77 件中 16 件（20％）に留

まっています。さらには、和解において支払うことが約

された金額としては、100 万円以上 1000 万円未満が一

番多く（和解 52 件中 23 件）、また、判決により終局

した事件（186 件iii）において無効の抗弁が主張された

事件が 132 件（70％）であるところ、最終的に判決に

おいて無効であると判断された件数は、32 件（17％）

に留まったことも分かります。 

 今回、初めて公表された、このような貴重な統計情報

も踏まえて、権利行使側としては、法的手段も含めた今

後の知財戦略を検討していくことが有意義であると考え

られます。 

以上 

 

                                                        
i
 裁判所が選任した中立的な第三者の専門家が被疑侵害者に対して工

場等への立ち入り調査等を行う制度のことをいいます。 
ii
 なお、最高裁判所事務総局行政局が取りまとめたもので、暫定値と

のことです。 
iii

 １件の特許権侵害訴訟事件で２つの特許権が主張され場合は２件と

カウントするとのことです。 
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